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P 波伝播の地域性を考慮した
早期地震警報の高精度化手法
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Considering Locality of P-wave Propagation
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　Epicentral distance is estimated from the growing form of the curve of the initial P-waves in the Earthquake 
Early Warning system, especially for railways. This estimation is based on the empirical knowledge that the 
initial P-waves grow gradually when the epicenters locate further, which is due to geometrical spreading, scatter-
ing and intrinsic attenuation of the P-waves. However, in practice, the growing curves of the initial P-waves are 
not simply a function of the epicentral distances. Therefore, the epicentral distances estimated from the initial 
P-waves include an error, which sometimes lowers accuracy of the warnings. In this study, we revealed that the 
growing curves of the initial P-waves are fluctuated by regionally different heterogeneous conditions of subsur-
face causing the errors in estimation of the epicentral distances. We propose a robust relationship between the 
initial P-waves and the epicentral distances considering the regional heterogeneous conditions. 
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１．はじめに

　新幹線沿線や海岸線には早期地震検知用のセンサーが

配置されており，揺れを捉えると即時的に列車運行の可

否を判断し，列車の減速・停止を行う。特に，高速で走

行する新幹線では 1 秒でも早く判断を行うことが重要で

あり，そのため単独検知点での P 波初動数秒間の情報を

元に震央位置・マグニチュード（M）の即時推定が行わ

れる。特に，震央位置はマグニチュード決定のほか，そ

の後の被害判定でも用いられるので重要度は高い。しか

し，単独検知点から求める震央距離にはある程度の誤

差が含まれており，早期地震警報の精度を下げる一因と

なっている。本研究は単独検知点における警報の即時性

という利点は残しつつも，震央距離推定精度の向上，ひ

いては早期地震警報の精度向上を目指す研究である。

　現行の早期地震警報では震央距離は P 波初動とその

直後の包絡線 y に対して式 (1) を最小二乗法にあてはめ

て求められている１）。

　 y Bt At= −( )exp            (1)

ここで，AはBとともに最小二乗法で探索されるパラメー

タであり，t は P 波到着後からの時間である。震央距離

が遠くなるほど，小さな B 値が観測されるという関係か

ら震央距離が決められる。B 値の減少の主要な要因は地

震波振幅の幾何減衰である。地震波伝播距離が長くなる

と幾何減衰により地震波振幅が減衰し，それに伴い P 波

初動部分の振幅の成長も鈍化するので，B 値も小さくな

る。近年，B 値に代わり C 値２）が提案されており，式 (1)
に代えて，式 (2) を用いることで得られる。

　 y Ct=             (2)

C 値を用いることで，B 値に比べてより純粋に P 波初動

の立ち上がりを評価することが可能である。更に，B 値

では P 波到着から 2 秒間の波形データを用いているが，

図１　震央距離と C 値（赤点）の関係（黒線は近似曲線）

104

102

100

10-2

10-4

C
値

10 100
震央距離 Δ (km)

− 0.96logΔ  2.28 − 3.70 × 10−3Δ
log C 

特 集 論 文



12 RTRI  REPORT  Vol. 31,  No. 7, Jul. 2017

特集：地震防災・耐震技術

C 値では P 波到着から 0.5 秒間の波形データを用いるこ

とで，より P 波立ち上がりに着目している。以下，本研

究では C 値を用いて議論を行う。

　B 値同様に震央距離の増加に対して漸減する関係を持

つ C 値２）であるが，実際には同じ震央距離の地震に対し

ても値がばらつくことが観測されている。時には C 値が

104 オーダーでばらつき，推定される震央距離に誤差を生

じる。図1に示されるのが震央距離に対するC値の分布と，

現行で用いられている両者の関係式である（1996 年 3 月

から 2011 年 4 月に発生したマグニチュード 4（M4）以上

の地震が計算対象）。同一震央距離の地震に対しても C 値

が大きくばらついており，推定された震央距離には誤差

が含まれると推察される。考えられる C 値のばらつきの

原因として，①地震波放射パターンの違い，②震源時間

関数の違い，③地震波伝播経路上の不均質特性（速度構

造のゆらぎ）の違いによる波形変化が挙げられる。①に

対しては，地震波放射の節に観測点が位置するような場

合以外では放射パターンの違いは B 値をオーダー単位で

変化させる要因にはならないと指摘されており１），同様に

P 波立ち上がりに着目している C 値も大きく変化しない

ことが類推される。②に対しては，震源時間関数が数秒

程度となる M7 を越えるような地震に対しては無視でき

ない影響になると考えられる。これは，C 値の推定を行

う時間窓が 0.5 秒間であるので，数秒を越えるような震源

時間関数の場合，それ自体の特性が P 波初動の性質を左

右する可能性があるからである。しかし，震源時間関数

が 10-2 ～ 10-1 秒程度である M4 ～ M5 の地震に対しても C

値が大きくばらつくことから，ばらつきの根本的な原因

は②ではないことが示唆される。残る要因として，我々

は③地震波伝播経路上の地殻不均質特性の違いに着目す

る。例えば，地震波伝播経路上の不均質の状況（具体的

には散乱体の数密度や形状）により，地震波エンベロー

プ形状が系統的に変化することが数値実験により明らか

にされている３）ほか，統計的なスカラー波拡散モデルを

用いた計算により P 波初動立ち上がりのばらつきの原因

が不均質特性の違いにある可能性が指摘されている４）。

しかし，この文献では不均質性の違いによりばらつきが

発生し得ることが指摘されているのみで，P 波コーダに支

配的な影響を及ぼすSP変換波５）（S波からP波への変換波） 
の存在までを考慮した定量的な評価はされていない。

　本研究では一次散乱理論に基づいた計算を用いて，C

値ばらつきの大きな要因が地殻不均質特性の違いである

ことを明らかとする。その後，理論的に計算された C 値

と実際に観測された C 値を比べることにより，地域ご

との地殻不均質特性を明らかにし，実際に観測された C

値ばらつきの特性がその地域性に依存することを示す。

最後に，地域ごとの地殻不均質特性に応じた C 値 - 震央

距離関係式を提案し，震央距離推定の精度向上を図る。

２．理論計算による C値ばらつき要因の検証

2. 1　理論計算手法

　一次散乱波まで扱えるボルン近似に基づいた計算によ

り，PP・PS・SP 一次変換波までを含んだ P 波伝播を計

算する６）。ここでは，簡単に計算手法について述べる。

ランダム一様に分布した散乱体が存在する 3 次元数値

計算空間の任意位置に震源断層・観測点のペアを配置す

る。震源断層は走向・すべり角・傾斜を持つ点震源であ

り，観測点との位置関係及び放射パターン，マグニチュー

ドが考慮される。震源関数は ω-2 モデルを採用している。

ランダム一様に分布した散乱体は，弾性波速度と媒質密

度の摂動 ξ の自己相関関数を R(x) ≡ <ξ(y)ξ(y+x)> と規

定したとき（x, y は位置を表すベクトル），R の分布が

式 (3) に示される指数関数型 Auto Correlation Function 
(Exponential ACF) を満たすように配置する。

R r r
a

( ) = −





ε 2 exp            (3)

ここで，r は距離，ε は媒質を規定するパラメータ（弾

性波速度，媒質密度）のゆらぎの強さ（ばらつき強度），

a はゆらぎの繰り返しの距離を規定する相関距離であ

る。本研究では，これら不均質を規定するパラメータ a

と ε の地域変化が C 値のばらつきを生じさせていること

を示す。各周波数に対する PP, PS, SP 変換速度波の強度

Si
PP, Si

PS, Si
SP を式 (4) ～式 (6) に基づいて計算する６）。
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W^ P は W^ S は震源から放射される地震波強度，α, β, ρ は P・
S 波速度及び密度，b は数値計算の際の座標変換の係
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数，F は散乱体での散乱パターン，L は散乱体の分割長さ，

QP, QS は P 波・S 波の Q 値，ω は角周波数，z は位置ベク

トル，e は単位ベクトル，n, s は震源断層の法線・接線ベ

クトル，θ, ψ, ra, rb は震源から散乱体・散乱体から観測点

への波線角度と距離をそれぞれ表す。なお，δ はディラッ

クのデルタ関数である。計算の詳細は Sato（1984）６）に

詳しい。4 ～ 20Hz に対して 1Hz ごとに変換波の強度を

計算し，式 (7) に基づいて加速度波形 の包絡線を求める。

v t S t f fi
T

n i n
n

x x, , ;( ) = ( ) ∆∑2 22 2 2ω π              (7)

2. 2　不均質構造変化による C値変化

　2005 年 5 月 8 日に栃木県で発生した，Mj4.5，震源深

さ 9.7km の地震に対して理論計算した波形と観測波形が

図 2 である。なお，いずれも 10Hz ～ 20Hz のバンドパ

スフィルタをかけている。ばらつき強度 ε は 8% に固定

し，相関距離 a を 250, 700, 2000m と変化させた。その

ときの C 値は順に 5.34 × 10-2, 1.47 × 100, 3.45 × 100 で

あり，このケースでは a = 700m の時に理論波形は観測

波形と良く合う。また，大きな a 値ほど大きな C 値を与

えることが分かった。図 3 は C 値と ka（k は波数）の関

係をεごとに整理した図である。散乱強度が最も大きく

なる ka = 1 付近７）において，ε, a の変化に C 値が鋭敏に

反応していることが分かる。例えば，VP を 5.0km/s 程度，

周波数帯が 10 - 20Hz の時，ka = 1 に対応する a は 250
～ 500m である。この程度の a の範囲では，a と C 値が

比例的な関係を持つ。また，過去に 8 ～ 16Hz 帯の a が

102m オーダー，ε は数 % であることが指摘されており８），

本研究で用いた a, ε の数値は妥当である。震源特性が P
波初動の特性に相対的にあまり効かないことを考慮する

と例えば１），地殻不均質性の変化は C 値を大きく変化させ

る要因であると推察される。以降で，理論計算と実際に

観測された C 値を用いて地殻不均質構造を推定する。C

値と a の関係性は ka の大きさにより複雑な挙動を示すた

め，より簡単のため a の値は ka = 1 となるように固定し，

C 値と単純な関係を持つ ε を用いた解析を行う。

３．実データによる地下不均質構造の検証

　前章の理論計算により，C 値ばらつきの大きな要因と

して地殻構造の不均質性の違いが示された。ここでは，

実データにおいて同様の知見が見られるか検証する。使

用するデータは 1996 年 3 月から 2011 年 4 月に K-NET
で得られた Mj4.0 - 5.0 の地震である。この程度の地震規

模の場合，断層破壊に要する時間は 10-2 ～ 10-1 秒程度で

あり，C 値解析に用いる時間窓 0.5 秒に比べて小さいと考

えられる。そのため，より伝播の影響（ここでは地下構

造の不均質特性）に絞って現象を理解することができる。

解析に用いた地震は 60 個，波形数は 2099 個であった（図

4（a））。各 K-NET 観測点にて観測された C 値を Cobs. 値，

理論的に計算された C 値を Ctheo. 値とする。理論計算では，

断層パラメータは気象庁一元化震源より，媒質定数は震

源と観測点の中間点での値９）を用いることとする。この

とき，観測値と理論値の差異を最小にする式 (8) のばらつ

き強度 ε を K-NET 観測点ごとに決める。N は各観測点で

のイベント数である。a は ka = 1 となるように固定する。

なお，解析に用いる周波数は 10 ～ 20Hz としている。

ε
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ここで，Ctheo.(ε) は Ctheo. が ε の関数であることを示して

いる。この時の結果が図 4（b）である。関東から東北

地方の太平洋側では小さな ε を示す一方，日本海側では

大きな ε となった。大きな ε は比較的不均質の強い地域

であることを表している。本解析に用いた地震の深さ分

布は数 km から百数十 km の間の広い範囲に分布してい

る。ここで，0.5 秒間の P 波初動が地下のどの深さ情報

を強く反映しているのか簡単な考察を加える。図 5 は P
波到着後 0.5 秒間の観測波形を構成する P 波直達及び一

次変換波の空間的寄与分布を示したものである。一次ボ

ルン近似に基づいて，震源，観測点それぞれから地震波

図２　理論計算（破線）と実観測（実線）P 波

図３　P 波初動の傾きとばらつき強度 ε，相関距離 a の

関係
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を伝播させ，それらの相互相関を取ることで分布を求め

ている例えば，10）。なお，この寄与計算では均質媒質を仮定

している。この結果より，理想的な環境の場合，P 波到着

後 0.5 秒間では震源及び観測点の周りの寄与が大きいこと

が分かる。従って，図 4（b）において，東北地方沿岸部

は広い範囲に渡り弱不均質を呈しているが，実際には東

北地方沿岸部直下の構造によるものではなく，太平洋プ

レート沈み込み位置（プレート境界型の地震が発生する

深さ）での弱不均質状態を示している可能性がある。そ

こで，図 4（a）に示した地震のうち，震源深さが 30km
以浅にある地震を選択し，同様の解析を行った。その時

に用いた地震と解析結果が図 4（c）, （d）である。震源深

さを制限したことにより，東北地方沿岸部の太平洋プレー

トで発生する地震や，四国地方のフィリピン海プレート

で発生する地震が解析から外れている。深さを 30km に制

限したことにより，東北地方太平洋側のばらつき強度の分

布は図 4（b）に対して変化している。例えば，宮城県周

辺は図 4（b）では弱いばらつき強度を示していたが，図 4（d）
では強いばらつき強度を示している。解析に用いる地震数

が減少することで伝播経路数が制限されてしまうため一概

には言えないが，当該地域の浅部の強い不均質構造を示し

ている可能性がある。このように，発生した地震の深さに

より，影響を受けるばらつき強度が変わることが予想され

るので，それに伴い C 値のばらつき具合も地震発生深さ

に依存する可能性がある。しかしながら，早期地震警報で

は震源深さは未知として扱うので，これ以降は全ての深さ

の地震を対象とした結果である図 4（b）に基づいて議論

を進める。

図４　解析対象の地震（黒●）・観測点（赤▲）の分布（a, c）とばらつき強度εの空間分布（b, d）
　　　（a）, （b）解析対象地震を絞らなかった場合（c）, （d）深さ 30km 以浅の地震に絞った場合

図５　P 波到着後 0.5 秒間の P 波及び一次散乱波の寄

与分布　（●は震源，▼は観測点）

図６　ε により区分された C 値と震央距離の関係　破線

は各 ε に対する関係式
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４．震央距離推定精度の向上

　前章で明らかにされた地下不均質構造（図 4（b）を利

用）を用いて，不均質特性に応じた C 値と震央距離の関

係式を求める。図 6 に ε の大きさで（2 ～ 7%）区分した

C 値と震央距離 Δ の関係を示す。ここで，図 6 中に破線

で示した関係は式 (9)（以下，C-Δ 式）で示される。

log logC = ∆ + + ⋅ ∆χ η κ           (9)

Δ は震央距離，χ は幾何減衰に関わる定数，η は震源・

震央距離によらない減衰に関わる定数，κ は伝播に伴う

減衰に関わる定数である。幾何減衰に関しては地域ごと

の差はないと考えられるので χ を -1.0 に固定する。ま

た，図 5 より P 波到着後 0.5 秒間の一次散乱波は震源・

観測点近傍の影響を強く受けていることが分かるので，

表１　ε ごとの C-Δ 式の係数

ε χ η κ

2% -1.0 4.14 -1.6 × 10-2

3% -1.0 3.30 -1.6 × 10-2

4% -1.0 2.96 -1.6 × 10-2

5% -1.0 2.77 -1.6 × 10-2

6% -1.0 2.62 -1.6 × 10-2

7% -1.0 1.83 -1.6 × 10-2
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その影響は伝播距離の長短に関わらない η に表れやすい

と考える。更に，早期地震警報では震央距離は未知のた

め Δ の長短に影響を受けない η を変化させることを考え

る。そこで，κ を -1.6 × 10-2 に固定し，グリッドサーチ

により η を求め ε ごとの C-Δ 式を求めた（表 1）。従来

は日本全国に対して共通の C-Δ 式を用いていたが（図 1
参照），観測点の ε ごとに最適化した C-Δ 式を用いるこ

とで震央距離の推定精度が向上することが分かった（図

7）。ここで，C-Δ 式の係数の推定には Mj4.0 ～ 5.0 の地

震を用いているが，図 7 の計算はマグニチュードの制限

を設けずに解析を行っている。102km オーダーであった

推定震央距離の誤差が減少し，実震央距離を示す破線付

近に推定値が集まっていることが分かる。従来法では 1
地震あたりの震央距離推定誤差が約 50km（常用対数で

の誤差 0.24）であったものが，地域性を考慮することで

約 30km（同 0.14）に抑えられた。早期地震警報では，ま

ず P 波初動を使い震央情報（震央距離と震央方位）を推

測し，その情報に基づいて P 波振幅からマグニチュード

の推定を行い，M-Δ法に基づき列車停止の要否を判断する。

早期地震警報の最初のプロセスで必要となる震央情報の

精度が上がるため，最終的なアウトプットとなる列車停

止要否の見逃し・空振り（必要だが警報を出さない・不

要だが警報を出す事象）の抑制につながると期待される。

　しかし，図 7（b）の結果は過去の多数の地震の解析

から得た観測点ごとの ε に基づいて震央距離を推定した

ものである。従って，新規設置観測点や過去の地震デー

タの解析が難しく ε の決定が困難な観測点には適用でき

ない。そこで，ε の差が大きい東日本を図 8（a）に示す

ように太平洋側と日本海側に分け，それぞれの地域に存

在する観測点に用いる ε を 2% と 6%，それ以外の観測

点は 4% と仮定して，表 1 の係数を用いて震央距離を推

定した。結果を図 8（b）に示す。震央距離推定誤差は

図７　実震央距離と C-Δ 式により推定された震央距離

の関係　

（a）従来法（地域性考慮なし）と（ｂ）地域性を考慮

した場合
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図８　地域ごとの地殻不均質特性を考慮した計算結果
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約 40km（常用対数での誤差 0.16）であり，観測点ごと

に詳細に ε を決定して求めた結果（図 7（b））に比べて

劣るものの，既存方法（図 7（a））に比べると震央距離

推定精度が向上することが分かった。

５．個別検知点における検証

　2016 年 9 月末から継続して，鉄道総研では許可を得

て 2 箇所の新幹線用の地震検知点敷地内に臨時の地震

観測点を設けて連続地震観測を行っている。1 箇所は地

下 30m 平均 S 波速度が 150m/s 程度の地盤上，他方は

同 650m/s 程度の岩盤上に置かれている。前者を A 検知

点，後者を B 検知点とする。3 章での K-NET 観測点を

用いた検討から，A 検知点は ε が 4%，B 検知点は ε が
2% の地域に位置していることが分かっている。

　観測に用いた地震計は JEP-6A3（10V/G，ミツトヨ），

ロガーは LS-8800（白山工業）である。ロガーとバッテ

リー類は防水ボックスの中に格納し，地震計センサー部
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図９　推定震央距離と震央距離の関係　（a）不均質の

地域性有り（b）考慮無し（現行の B-Δ 法の結果

と合わせて表示）

はコンクリート階段上，または地面上に固定した。2016
年 12 月末までに A 検知点では 3 個，B 検知点では 5 個

の解析可能な地震が観測された。これらの地震に関して，

地域性を考慮した場合としない場合の C-Δ 式を用いて震

央距離の推定を行った。C-Δ 式の係数は A 検知点，B 検

知点それぞれのεに対応するものを表1から選択し用いた。

なお，参考として現在新幹線で用いられている B-Δ 式によ

る推定震央距離も計算した。この結果より，A 検知点，B
検知点ともに不均質の地域性を考慮した場合の推定震央

距離が最も実際の震央距離（図 9 中の実線）に近いこと

が分かる。しかしながら，観測期間の地震発生数が少なく，

得られた地震動は 100km 程度以上離れた Mj5.0 程度の比

較的小さい地震のみであった。より詳細な検討をするには，

近傍で発生した地震や，規模の大きな地震など多様な地

震を用いた更なる検討が必要になると考えられる。

６．まとめ

　本研究では C 値のばらつきの大きな要因が地下の不

均質性の違いであると考え，これを理論計算と実データ

解析により示した。更にその不均質の地域性を考慮する

ことで C 値から震央距離を推定する精度が大きく向上

することが分かった。一方で，解析に用いる地震の違い

により推定される ε が変化することや，早期地震警報で

は地震波伝播経路が未知である，といった不確定要素の

ために最適な地域区分の解明は容易ではない。しかしな

がら，例えば，東日本太平洋側，東日本日本海側，それ
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以外の地域と簡便に区分けをすることによっても，震央

距離推定精度が向上することを確認した。震央距離推定

精度向上に伴い，現在新幹線に導入されている早期地震

警報の精度向上に寄与することが期待される。
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